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 －総括１－  

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

 

  【埼玉県県営住宅事業特別会計】 

 

  【参考 公共事業の予算】 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 個性と魅力ある元気な都市づくり 

  Ｐ １ 新規 ラグビーワールドカップ２０１９に向けた会場整備 

 【公園スタジアム課】  １，３１４，０５９ 

  Ｐ ２    東京五輪に向けた埼玉スタジアム２ＯＯ２の施設改修 

 【公園スタジアム課】  １，５２６，７４６ 

  Ｐ ３    さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば魅力アップ改修 

  【都市整備政策課】  １，２１８，９８４ 

  Ｐ ４     つくばエクスプレス沿線地域整備の推進 

   【市街地整備課】  ２，０３５，８４２ 

  Ｐ ５    圏央道県内全線開通を契機とした産業基盤の整備 

                        【田園都市づくり課】      ４，１２４ 

  Ｐ ６     効率的な物流の在り方検討      【都市計画課】     ３１，５７５ 

 

 

区分 平成２８年度 平成２７年度 伸び率 

予算総額 ２１,９３０,３９７千円  ２４,７４２,８５８千円 △１１．４％ 

一般会計構成比 １．２% １.４% － 

予算総額 １４,２３４,１４１千円 １３,７１６,４９６千円 ３．８％ 

事業名 平成２８年度予算(千円) 平成２７年度予算(千円)    増    減  (千円) 伸び率 

土地区画整理（補助）      １，１２０，０９８      １，２１９，９５０  △９９，８５２  △８．２% 

公園（補助）        ８６９，９９６        ９２４，４９５ △５４，４９９  △５．９% 

合 計     １，９９０，０９４     ２，１４４，４４５ △１５４，３５１  △７．２% 



 

 －総括２－  

 

 

２ 住みやすく人と環境にやさしい都市づくり 

  Ｐ ７ 一部新規 埼玉住まいる子育て応援プロジェクト   【住宅課】     １２３，８１６ 

   

  Ｐ１０ 新規 中古住宅流通・子育て世帯の住み替え促進＜平成２７年度２月補正予算対応＞  

                              【住宅課】      １０，６００ 

  Ｐ１１    既存県営住宅のバリアフリー化の推進   【住宅課】      ２６０，８６３ 

  Ｐ１２    県営公園の整備推進      【公園スタジアム課】  ２，６３０，６８０ 

 

 ３ 誰もが安心して暮らせる都市づくり 

    Ｐ１３      市街地整備事業の促進             【市街地整備課】   ２，２３５，７５９ 

   Ｐ１４  新規  燃えないまちづくりの推進         【市街地整備課】       ５，１１４ 

   Ｐ１５ 一部新規 民間建築物の耐震化の促進           【建築安全課】       ４５２，７７８ 

  Ｐ１６ 一部新規 市町村と連携した空き家・老朽マンション対策 

                       【建築安全課・住宅課】     １２，０３７ 

  Ｐ１７      住まいのセーフティネット・県営住宅の整備【住宅課】  ３，６４８，３０５ 

 



新 規 

  - 1 -  

 
ラグビーワールドカップ２０１９に向けた会場整備 

 

                 担当 公園スタジアム課 

                    計画・事業・ラグビー場整備担当 

                 内線 ５３９７ 

 

１ 目 的 

熊谷ラグビー場を改修し、ラグビーワールドカップ２０１９の開催に必要な諸施設を

整備する。改修は、大会後における国際試合やトップリーグでの試合利用のほか、日本

代表選手などの強化施設としての利用も見据えた整備を行う。 

 

２ 事業の内容 

 （１）事業期間 

    平成２８年度～平成３０年度 

 （２）総事業費 

    １２，４０２，０００千円 

 （３）整備概要 

   ・スタンド改修： 

        常設２４，０００席 

   ・大型映像装置：１基 

      ・夜間照明設備 

 

 

 

   ・スケジュール 

 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 

設計      

本体工事      

外構工事      

 

 （４）平成２８年度事業 

   ・本体工事 

 

 

３ 平成２８年度予算額   １，３１４，０５９千円 

 
 

ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ 

 

開
催
【
９
～
10
月
】 

完
成
【
８
月
】 

改修イメージ 

改修イメージ 
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東京五輪に向けた埼玉スタジアム２ＯＯ２の施設改修 

 

                  担当 公園スタジアム課 

                                     計画・事業・ラグビー場整備担当 

                  内線 ５４１１ 

 

１ 目 的 

 ２０２０年東京オリンピック競技大会の開催に向け、施設の魅力を高め、最高の状態

で大会運営ができるよう、大規模な改修や新たな施設整備を行う。 

 

２ 事業の内容 

 （１）大規模修繕（１，２５３，７４６千円） 

    中長期修繕計画に基づく大規模な施設修繕・更新を、前倒しして実施する。 

     

 

 

 

 （２）新たな施設整備（２７３，０００千円） 

    国内外からの多くの来園者に対するホスピタリティを向上させるため、新たな施

設整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額 

   １，５２６，７４６千円 

 

 

サブグラウンドの人工芝張替え 

【主な内容】 

 ・監視カメラ設備更新 ・外壁塗装 ・空調設備修繕 

【主な内容】 

・南広場常設テント設置工事 ・ＩＣＴインフラ整備検討業務委託 

・南ゲート日除け設置工事 

 

南広場 南ゲート日除け 

埼玉スタジアム２ＯＯ２ 
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さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば魅力アップ改修 

 

                        担当 都市整備政策課 

新都心事業調整担当 

         内線  ５６８２ 

 

１ 目 的 

 平成１２年９月の開設以来１５年を経過した「さいたまスーパーアリーナ」及び「け

やきひろば」の施設の老朽化に対応し、さらに魅力を高めるため大規模改修を実施し、

さいたま新都心の一層のにぎわいを創出する。 

 

２ 事業の内容 

 （１）事業期間    平成２７年度～平成２８年度 

 （２）総事業費      ２，４４２，０３７千円 

 （３）改修の内容 

   ① さいたまスーパーアリーナ 

         ･ 外壁等改修 

         ･ 火災報知設備改修 

         ･ 大型映像装置更新（コミュニティアリーナ） 

         ･ 音響設備改修 

         ･ 自動制御設備改修 

    （休館期間）ｱﾘｰﾅ､ｽﾀｼﾞｱﾑ 平成28年2月15日～5月15日 

          ｺﾐｭﾆﾃｨｱﾘｰﾅ  平成28年2月15日～4月 6日 

 

   ② けやきひろば 

         ･ トイレリニューアル 

            トイレ個室の増設（ ::6→9室、  ：14→25室） 

             子供用トイレ､授乳室､オムツ替えコーナーの新設 

         ･ 起伏・段差解消 

         ･ 防水改修 

         ･ 火災報知設備改修 

         ･ 自動制御設備改修   

        （休館期間）平成28年1月12日～8月31日 

 

 

３ 平成２８年度予算額   １，２１８，９８４千円 

 
 

現状 改修後１階イメージ 

現状（起伏） 

大型映像装置 

さいたまスーパーアリーナ 
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つくばエクスプレス沿線地域整備の推進 

 

                                     担当 市街地整備課 

                             八潮新都市等整備担当 

                                     内線  ５３７８ 

 

１ 目 的 

つくばエクスプレス沿線地域において、住工混在の解消と良好な住宅地の供給により、

地域の活性化を図る。 

 

２ 事業の内容 

つくばエクスプレスの開通に伴い、新駅周辺地域の都市基盤整備と良好な住宅地の供

給を図り「活力と魅力あるまちづくり」を推進するため、施行面積９９．１ヘクタール

の土地区画整理事業を実施している。 

 

  平成２８年度の八潮南部西地区の主な事業 

   ・区画街路の築造工事 

  ・宅地の整備工事 

  ・調整池の掘削工事 

  ・物件移転補償 

  ・保留地の販売 

 

３ 平成２８年度予算額   ２，０３５，８４２千円  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

つくばエクスプレス八潮駅 

（秋葉原駅から最速１７分） 

 

TX 八潮駅 

首都高速６号線 

八潮南部西地区 

至 秋葉原駅 

至 つくば駅 
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圏央道県内全線開通を契機とした産業基盤の整備 

 

                                   担当 田園都市づくり課 

 産業基盤づくり支援担当 

                                              内線  ５５４５ 

 

１ 目 的 

圏央道の県内全線開通を契機とした高い企業立地ニーズに応える産業用地を創出す

る。 

 

２ 事業の内容 

「田園都市産業ゾーン基本方針（H25～28）」及び「圏央道以北地域の産業地誘導に関

する基本的考え方」等に基づき、市町村の産業基盤づくりを積極的に支援する。 

また、圏央道インターチェンジ周辺地域等の乱開発抑止対策に取り組む。 

 

 平成２８年度重点的に取り組む事業 

  産業用地創出のための３つの支援 

    ・「オーダーメイド型総合支援」 

      （これまでの県のノウハウを生かした、各課題や状況に応じた支援） 

   ・「ファーストステップ支援」 

     （産業用地創出への道筋づくりのためのアドバイス等、初期段階からの支援） 

   ・「有望候補地区掘り起し支援」 

     （有望地区を発掘し、市町村へ取組を促す） 

 

 

３ 平成２８年度予算額   ４，１２４千円

インターチェンジ周辺での産業用地整備イメージ 
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効率的な物流の在り方検討 

 

                                                            担当 都市計画課  

総務・企画担当 

                      内線 ５３３８ 

 

１ 目 的 

コンテナラウンドユース（ＣＲＵ）※の仕組みを多業種にわたる関連企業と県で構成

する協議会で構築し、県内企業の物流効率コスト削減や計画的な物流を実現する。県は

圏央道県内全線開通の「地の利」に加え、ＣＲＵの推進により、さらなる企業誘致と企

業定着を図る。 

 

２ 事業の内容  

（１）平成２８年度の取組み  

 ① 埼玉県コンテナラウンドユース推進協議会の更なる活用 

   県の信用により企業間連携をさらに拡大、企業間情報共有の推進 

 ② コンテナラウンドユース社会実験の継続 

   ＰＲ強化、コンテナラウンドユース導入企業の拡大 

 ③ 効率的な海上コンテナ物流の推進 

社会実験の結果等を踏まえ、更なるＣＲＵ推進のための方策を検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額   ３１，５７５千円

 

※ ＣＲＵ（コンテナラウンドユース）とは、輸入で使用したコンテナか

ら貨物を降ろした後、空
から

になったコンテナを港に返却することなく輸出で

使用する効率的な物流手法 

から 



一部新規 
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埼玉住まいる子育て応援プロジェクト 

 

                       担当 住宅課  

総務・民間住宅マンション担当 

                          県営住宅管理担当 

                          住宅経営担当 

                       内線 ５５５６、５５６９、５５５４ 

 

 

１ 目 的 

  経済的に余裕がないことから、子どもを持つことへの不安を抱える若年世帯などに向

け、安価で入居できる県営住宅を提供することなどにより、子育て支援の充実を図る。 

 

 

２ 事業の内容 

（１）若年世帯向け子育て支援住宅供給事業（１０，００８千円） 

   子育て支援として、若年の低所得世帯向けに県営住宅を４年間で２，０００戸供給

する。平成２８年度は、このうちの４００戸を供給する。 

県営住宅の家賃は、民間賃貸住宅と比べて安価なことから、その差額を子育てに必

要な費用に充てることができる。また、一定の広さなどの居住水準を満たした住宅を

提供することで出生率の向上を期待する。 

 

供 給 の 方 法 平成２８年度 全体（４年間） 

県営住宅（既存）に専用枠を新設 ２５０戸 １，１５０戸 

民間住宅（新築）の借上げ  ３０戸 １８０戸 

公的賃貸住宅（既存）の空き住戸の借上げ １２０戸 ５７０戸 

県営住宅の建替え（新築）   ０戸 １００戸 

合 計 ４００戸 ２，０００戸 

新 
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（２）既存県営住宅の多子世帯向け改修（８，０００千円） 

   子どもの成長にあわせた生活が可能となるように、３ＤＫ住戸において簡易パネル

などにより低コストで部屋数を増やし、子どもが３人以上の多子世帯に提供する。 

（１０戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※押入れを撤去し、可動パネルで二つの部屋に改修 

 

 

 

（３）多子世帯向け中古住宅取得・リフォーム支援事業（６６，４７５千円） 

   多子世帯（１８歳未満の子どもが３人以上の世帯）等による中古住宅の取得、リフ 

  ォームを支援し、子育てしやすい住環境の整備を図る。（住宅取得１３５件、リフォー 

  ム１５０件） 

   平成２８年度は、下記のとおり制度を拡充する。 

 

対 象 平成２７年度 平成２８年度拡充 

世 帯 
子どもが３人以上 夫婦がともに４０歳未満で子ども２人 

かつ３人目を希望する世帯を追加 

住 宅 
床面積１００㎡以上の 

中古戸建住宅 

８０㎡以上の中古マンションを追加 

 

押入 

和室 

洋室 

洋室 

可動パネル 
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（４）子育て支援の団地再生推進（３４，３３３千円） 

  ① 大宮植竹団地 団地再生事業 

県営住宅の建替えにより生み出した団地内敷地を活用し、子育て支援施設等の整

備・運営を行う民間事業者を公募する。また、県営住宅の建替えでは、若年子育て

世帯向け住戸を中心に整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  ② 団地再生・建替事業計画の策定 

    子育て支援に資する団地再生事業及び建替事業の実施に向けた計画を策定する。 

 

 

（５）上尾シラコバト団地の空き住戸等活用（５，０００千円） 

   特別県営住宅（上尾シラコバト団地）において、

県が空き住戸等を改修し、ＮＰＯ等と連携して、

子育て世帯等が気軽に立ち寄れる集いの場を作り、

世代間交流や地域コミュニティの活性化を図る。 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額   １２３，８１６千円 

【整備イメージ】 

建替えにより

余剰敷地を生

み出し、子育

て支援施設等

を誘致 

集いの場（イメージ） 

（誘致施設の例） 

保育所、放課後児童 

クラブなど 

若年子育て、多子世帯向

け住戸を中心に整備 

（建替え予定戸数 66戸） 

新 



新 規  
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中古住宅流通・子育て世帯の住み替え促進 

 

担当 住宅課  

企画担当 

                                                 内線 ５５７１

     

１ 目 的 

県外を含めた子育て世帯の住み替えを促進することで地域の活性化を図る。また、安

心して中古住宅を取得できる仕組みを構築することにより、中古住宅の流通を促進する。 

 

 

２ 事業の内容 

 （１）住み替え促進事業 

・県が鉄道事業者と連携し、一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（ＪＴＩ）の

取組や先進的な県内空き家バンクの取組を広域的に情報発信する。 

・ＪＴＩが鉄道事業者・金融機関・住宅メーカーと連携している取組の普及促進を

図る。 

・県独自保証により、対象者を拡大する。（５０歳以上⇒年齢制限なし） 

・ＪＴＩ制度紹介窓口の設置を働きかける。 

・中古住宅の購入希望者が物件を探しやすいようにホームページを改善する。 

 

 （２）中古住宅流通促進事業 

・住まいづくり協議会と連携し、住宅診断、瑕疵保険など一定の条件に適合した住

宅を「安心中古住宅（仮称）」として登録する。 

・中古住宅の購入希望者がニーズに合った物件情報を取得しやすいように、ホーム

ページを改善するなどにより住情報を発信する。 

    

 

３ 平成２８年度予算額   １０，６００千円（平成２７年度２月補正予算対応）
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既存県営住宅のバリアフリー化の推進 

 

                                                           担当 住宅課  

住宅経営担当 

                                                内線 ５５６９  

     

１ 目 的 

本格的な高齢社会の到来を踏まえ、県営住宅における高齢入居者等の円滑な移動を支

援するため、既存県営住宅のバリアフリー化を推進する。 

 

２ 事業の内容 

  エレベーターが無い既存県営住宅２団地にエレベーター設置の工事を行う。 

 

  設置団地の概要 

   ・与野上落合団地   (５階建て・１棟・２５戸)  

   ・越谷蒲生団地    (５階建て・１棟・３０戸) 

 

 

エレベーター設置後のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額   ２６０，８６３千円
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県営公園の整備推進 
 
                      担当 公園スタジアム課 

                    計画・事業・ラグビー場整備担当 

                      内線 ５３９９ 

 

１ 目 的 

 都市環境の改善や人々のレクリエーションの場を提供し、都市生活にうるおいと安ら

ぎをもたらすとともに、災害時には避難場所、救援活動の拠点となる公園の整備を進め

る。 

 

２ 事業の内容 

 （１）公園の拡張整備 

計画的に整備を進め、３～５年の間に順次供用区域を拡張する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）新たな森づくりの推進 

 みどりの少ない都市部において、「みどり再生のシンボル」となる新たな森を創出

する。 

 

３ 平成２８年度予算額   ２，６３０，６８０千円 

・用地買収、物件移転補償 
 実施設計、広場整備工 
・平成３０年春一部供用開始 

① さきたま古墳公園 

・実施設計、園路整備 

 園路橋整備、造成工 

・平成２９年春全部供用開始 

② 羽生水郷公園 

・実施設計、造成工 
・平成３３年春全部供用開始 

⑤ 権現堂公園 

・園路整備 
・平成２８年春２次区域暫定 
 供用開始 

③ しらこばと公園 

・園路整備 
・平成２８年春暫定供用開始 

④ まつぶし緑の丘公園 

①さきたま古墳公園 

②羽生水郷公園 

⑤権現堂公園 

③しらこばと公園 

④まつぶし緑の丘公園 
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市街地整備事業の促進 

 

                              担当 市街地整備課  

区画整理・地域づくり支援担当 

                          企画・再開発担当 

                              内線 ５３８１・５３８６ 

 

１ 目 的 

県民の安心・安全で快適な生活を確保するため、道路や公園等の都市基盤が未整備な

市街地を土地区画整理事業や市街地再開発事業により計画的に整備し、良好なまちを形

成する。 

 

２ 事業の内容 

  土地区画整理事業については、周辺の道路整備などと併せて整備を行うことで、高い

事業効果が見込まれる地区等に「選択と集中」の観点から事業の重点化を行い、効果的・

効率的に事業を促進する。 

  また、市街地再開発事業については、所沢東町地区など３地区において、土地の高度

利用を図り、都市機能を更新する。 

 

 ・組合施行土地区画整理事業   吉川市吉川中央地区など５市６地区 

 ・公共団体施行土地区画整理事業 川口市安行藤八地区など６市７地区 

 ・市街地再開発事業       所沢市所沢東町地区など２市３地区 

 

  区画整理により整備が進む住宅地       市街地再開発による整備イメージ 

 

 

 

 

   

                    

                        <施行前>      <施行後・予想図> 

       吉川市吉川中央地区             所沢市所沢東町地区 

 

３ 平成２８年度予算額   ２，２３５，７５９千円 

（１）社会資本整備総合交付金（区画整理）事業費   １，１２０，０９８千円 

（２）公共団体区画整理事業県道整備費          ２２３，３７５千円 

（３）市街地再開発促進費補助              ３２１，７５８千円 

（４）市街地再開発事業等公共施設管理者負担金      ５７０，５２８千円 



新 規 
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燃えないまちづくりの推進 

 

                                    担当 市街地整備課  

企画・再開発担当 

                                    内線 ５３８６ 

 

１ 目 的 

   埼玉県地震被害想定調査では、首都直下地震等の発生時に火災による甚大な被害を想

定している。これらの火災から県民の生命や財産を守るため、住宅密集地で燃えないま

ちづくりを推進する。 

 

２ 事業の内容 

（１）災害時対応拠点機能確保調査（４，７２０千円） 

  大規模地震発生時に災害拠点病院等の機能確保を図るための調査、検討を行う。 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）埼玉県密集市街地改善連絡会議(仮称)の設置（３９４千円） 

  県、市町村、ＵＲ都市機構、大学等を構成員とした埼玉県密集市街地改善連

絡会議（仮称）を設置し、県内密集市街地の改善方策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額   ５，１１４千円

埼玉県密集市街地 

改善連絡会議(仮称) 

市町村 
ＵＲ・ 

大学など 

県 

 

【対象地区】 

・災害拠点病院等の周辺 

 ５地区程度 

 

【主な内容】 

・住宅密集状況の調査 

・災害リスクの抽出 

・病院等の機能確保方策の検討など 

主な調査・検討の内容 

災害拠点病院等 

緊

急

輸

送

道

路 

【イメージ】 

≪調査・検討を実施≫ 

対象地区 

 

【主な内容】 

・住宅密集地の現状把握、課題整理 

・住民アンケート 

・改善方策の検討  など 

 

主な検討内容 【イメージ】 



一部新規 
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民間建築物の耐震化の促進 

 

                                                    担当 建築安全課  

震災対策・構造指導担当 

           内線 ５５２７ 

 

１ 目 的 

平成３２年度までに住宅・建築物の耐震化率を９５％にするため、民間建築物の耐震

化を促進する。また、震災時に救命救急や物資輸送等の要となる緊急輸送道路のネット

ワークを確保するため、沿道建築物の耐震化を促進する。 

 

２ 事業の内容 

 （１）住宅・建築物の耐震化の促進 （１６２，７８２千円） 

   ① 「多数の者が利用する建築物」の耐震診断・改修工事費に対する助成 

② 「分譲マンション」の建替えや改修工事実施の合意形成を図るための、活動経

費や基本計画策定等に係る経費に対する助成 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

  ※ さいたま市及び１１市（川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、 

    狭山市、上尾市、草加市、越谷市、新座市、久喜市）を除く全域 

 （２）緊急輸送道路閉塞建築物の耐震化の促進 （２８９，９９６千円） 

「緊急輸送道路閉塞建築物」の耐震診断・改修工事費に対する助成 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
   ※ 川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、狭山市、上尾市、草加市、越谷市、新座市及び久喜市 

 

３ 平成２８年度予算額   ４５２，７７８千円

助成区分 
県所管分※ 

補助率 限度額 

多数の者が利用す

る建築物 

診断 ２／３ 300万円 

設計 ２／３ 設計・工事併せて 

1,300万円 工事 ２３％ 

分譲マンション 基本計画策定等 １／２ 150万円 

路線種別 助成 

区分 

県所管分 １１市※所管分 

 
迂回路 補助率 限度額 補助率 限度額 

重

要 

なし 
診断 10／10 1,000 万円 ２／３ 300 万円 

設計･工事 ２／３ なし ２／３ なし 

あり 
診断 10／10 1,000 万円 ２／３ 300 万円 

設計･工事 ２／３ 4,400 万円 
 

 

その他 
診断 ２／３   300 万円 １／３ 

市負担額かつ
150 万円以内 

設計･工事 ２／３ 4,400 万円   

阪神・淡路大震災 
出典：(財)消防科学総合センター 

新 



一部新規 
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市町村と連携した空き家・老朽マンション対策 
                  

                 担当 建築安全課 企画担当 
                 内線 ５５２４ 

                 担当 住宅課 総務･民間住宅･ﾏﾝｼｮﾝ担当 
                 内線 ５５７３ 

１ 目 的 

 県内の住宅約３２７万戸のうち、約３６万戸、１０．９％が空き家となっており、そ

の数は増加傾向にある。 

 また、県内に約４１万戸ある分譲マンションでは、建築後３０年を経過するものが約

１１万戸となるなど、建物の老朽化が進んでいる。 

 そこで、不良住宅ストックを防止し、良好な住環境を整備するため、市町村と連携し

て、空き家対策を進めるとともに老朽化した管理不全マンションの適正化を促進する。 

 

２ 事業の内容 

（１）空き家対策（９，３９４千円） 

① 空き家を活用したまちづくりの促進 

  少子高齢化社会において、地域生活に必要な施設の需要と空き家を活用する上で

の法的課題を洗い出し、規制緩和方策の検討を行う。 

 

 

 

② 空き家対策連絡会議 

  県、市町村、関係団体等による会議を開催して市町村の空き家対策を支援する。 

 

（２）老朽化した管理不全マンションの適正化（２，６４３千円） 

市町村と連携した実態調査等により老朽化した管理不全マンションを抽出し、特に支

援が必要と判断されるマンションを対象に、課題解決に適した専門家（埼玉県分譲マン

ションアドバイザー）を派遣し、組合運営の改善に取り組む。 

管理不全マンションを適正化した成功事例を他市町村へ普及させる。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度予算額   １２，０３７千円

 

ﾏﾝｼｮﾝ問題に積極
的な 3 市町村と連
携 

管理組合の実態調
査  

市町村と連携した 
実態調査 

 

 

ﾏﾝｼｮﾝの個別課題
を把握 

要支援ﾏﾝｼｮﾝの選
定  

管理不全ﾏﾝｼｮﾝの 
抽出、実態把握  

市町村と連携した
管理組合へのアプ
ローチ 

個々の課題に応じ
た専門家派遣 

組合運営の改善に
向けた取組 

適正化の 
成功事例の創出 

 
 
 

事例共有による 
市町村への普及 

新 

調査地区の選定 
住民・事業者 
アンケート調査等 

法的課題の整理 
国・市町村と連携 
した対応策の検討 
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住まいのセーフティネット・県営住宅の整備 

 

担当 住宅課 住宅経営担当 

      内線 ５５６９ 

             

１ 目 的 

住宅に困窮する高齢者、子育て世帯などが安心して住むことができる県営住宅を整備

する。 

 

２ 事業の内容 

高度経済成長期に建設された老朽化の進む県営住宅団地の建替えと、借上型県営住宅

制度により、計画的な整備を行う。 

平成２８年度 対 象 団 地 戸 数 

新 規 着 手 本庄小島団地（３期） ６０戸 

継 続 事 業 
入間霞川団地（３期）、行田門井団地（１期） 

熊谷玉井団地（４期）、久喜青葉団地（２期） 
２８３戸 

事 業 完 成 本庄小島団地（２期）  ６０戸 

借 上 型 公募により決定  ６０戸 

 

本庄小島団地（２期・完成イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 平成２８年度予算額   ３，６４８，３０５千円 

【１期】※平成２６年度完成 【２期】 


